






1.研究目的 

早産により出生した極小未熟児は周産期死亡や周産期罹病の重要な原因であり,また,生命

を保ちえても心身障害発生の主因の 1 つをなすものである。したがって,その防止は心身障

害発生防止の第一歩をなすものであるが,早産の成因が複雑多岐にわたるため頸管不全症

を含む子宮の形態異常など一部の原因因子を除いては今日までほとんど明らかでなく,そ

の対策も確実なものに乏しい現状である。早産の成因と対策分科会においては,この問題に

対して昭和 52 年度から,①疫学,②病理,③内分泌・生化学,④子宮収縮の4 領域から検討を

行ってきた。すなわち①に関しては確実な資料を基礎とした疫学調査により早産の実態を

把握し,生活様式,社会的背景をも考慮した早産に関与する因子を明らかにすることを目的

とした。②については,胎盤を含めた多数の早産死についてその原因を病理学的に検討する

こととし,③は妊娠維持機構の破錠を早産時のホルモン動態,胎盤機能等の関連性から検討

し,その対策に関する示唆をえようとするものであり,④は最も単的には早産は子宮収縮の

早期発来によるものであるところから,子宮収縮の早期発来について,陣痛曲線外測法の定

量化,子官収縮物質の検討を行い,臨床的に早産の予知ならびに早期発見の方法を開発して

その対策を立てることを目的とし,本年度も前年度に引きつづいて研究を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


